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連結株主資本等変動計算書 （2019年４月１日から2020年３月31日まで）

（単位：百万円）

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

2019年４月１日　残高 21,696 7,863 57,844 △114 87,290

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △3,845 △3,845

親会社株主に帰属する当期純利益 21,178 21,178

自 己 株 式 の 取 得 △2 △2

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計 － － 17,332 △2 17,330

2020年３月31日　残高 21,696 7,863 75,177 △116 104,620

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
非 支 配
株 主 持 分

純 資 産
合 計その他有価証券

評 価 差 額 金
繰延ヘッジ
損 益

為 替 換 算
調 整 勘 定

退 職 給 付 に
係る調整累計額

その他の包括
利益累計額合計

2019年４月１日　残高 1,515 △12 △1,999 △402 △900 801 87,191

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △3,845

親会社株主に帰属する当期純利益 21,178

自 己 株 式 の 取 得 △2

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

△543 29 850 △209 127 91 218

連結会計年度中の変動額合計 △543 29 850 △209 127 91 17,549

2020年３月31日　残高 971 16 △1,149 △612 △772 892 104,741
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連 結 注 記 表

（連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記）

１．連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数　　35社

大和紡績株式会社、カンボウプラス株式会社、ダイワボウレーヨン株式会社、ダイワボウスピンテック株式会

社、ダイワボウノイ株式会社、ダイワボウポリテック株式会社、ダイワボウプログレス株式会社、ダイワボウ

アドバンス株式会社、西明株式会社、ダイワエンジニアリング株式会社、ダイワボウアソシエ株式会社、大和

紡観光株式会社、ダイワボウライフサポート株式会社、ダイワボウエステート株式会社、ディーエヌプロダク

ツ株式会社、ダイワマルエス株式会社、朝日加工株式会社、ケービー産業株式会社、ダイワボウ情報システム

株式会社、ディーアイエスサービス＆サポート株式会社、ディーアイエスソリューション株式会社、株式会社

オーエム製作所、オーエム金属工業株式会社、株式会社オーエム機械、オーエムエンジニアリング株式会社、

オムテック株式会社、蘇州大和針織服装有限公司、P.T.Daiwabo Industrial Fabrics Indonesia、大和紡工業

（蘇州）有限公司、P.T.Daiwabo Sheetec Indonesia、P.T.Daiwabo Garment Indonesia、P.T.Daiwabo Nonwoven 

Indonesia、Daiwabo Hong Kong Co.,Limited、O-M(U.S.A.),INC.、欧安睦（上海）商貿有限公司である。

なお、前連結会計年度において連結子会社であったカンボウ企業株式会社及びDaiwa Do Brasil Textil Ltda.

は、清算結了したため連結の範囲から除外している。

(2) 非連結子会社の数　　３社

連結の範囲から除いた理由

非連結子会社３社は、いずれも小規模であり、総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余

金（持分に見合う額）等のそれぞれの合計額はいずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていない。

２．持分法の適用に関する事項

(1) 非連結子会社３社及び関連会社４社のうち、関連会社１社（P.T.Primatexco Indonesia）について、持分法を

適用した。

適用外の非連結子会社３社及び関連会社３社は、それぞれ当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持

分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体

としても重要性がないため持分法の適用範囲から除外している。

(2) 持分法適用会社の事業年度に関する事項

持分法を適用した被投資会社の決算日は、12月31日が１社である。
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３．連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社のうち蘇州大和針織服装有限公司、P.T.Daiwabo Industrial Fabrics Indonesia、大和紡工業（蘇州）

有限公司、P.T.Daiwabo Sheetec Indonesia、P.T.Daiwabo Garment Indonesia、P.T.Daiwabo Nonwoven 

Indonesia、Daiwabo Hong Kong Co.,Limited、O-M(U.S.A.),INC.及び欧安睦（上海）商貿有限公司の決算日は、

12月31日である。

連結計算書類の作成にあたっては、同日現在の計算書類を採用し、連結決算日との間に生じた重要な取引につい

ては、連結上必要な調整をしている。なお、そのほかの連結子会社の事業年度末日と連結決算日は一致している。

４．会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有 価 証 券

　　その他有価証券

時 価 の あ る も の：決算日の市場価格等に基づく時価法によっている。評価差額は全部純資産直入

法により処理し、売却原価は移動平均法により算定している。

時 価 の な い も の：移動平均法による原価法によっている。

② デ リ バ テ ィ ブ：ヘッジ会計で振当処理を採用している為替予約及び特例処理を採用している金

利スワップ、一体処理を採用している金利通貨スワップを除き、時価法によっ

ている。

③ た な 卸 資 産：ＩＴインフラ流通事業、繊維事業及びその他事業は、主として移動平均法によ

る原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方

法）によっている。産業機械事業は、主として個別法による原価法（貸借対照

表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）によっている。

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

① 有 形 固 定 資 産

（リース資産を除く）

：建物（建物附属設備を除く）は主として定額法、建物以外については、繊維事

業及びその他事業は、主として定額法、ＩＴインフラ流通事業及び産業機械事

業は定率法、ただし、2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物

は定額法によっている。

② 無 形 固 定 資 産

（リース資産を除く）

：定額法によっている。

③ リ ー ス 資 産：リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用している。

④ 長 期 前 払 費 用：均等償却によっている。
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(3) 重要な引当金の計上基準

① 貸 倒 引 当 金：債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率等によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上している。

② 賞 与 引 当 金：従業員に支給する賞与に充てるため、将来の支給見込額のうち、当連結会計年

度の負担額を計上している。

③ 役 員 賞 与 引 当 金：連結子会社７社において、役員に支給する賞与の支払に備えるため、支給見込

額を計上している。

④ 製 品 保 証 引 当 金：連結子会社３社において、製品販売後に発生する製品保証費用の支出に備える

ため、売上高を基準として過去の実績率を基礎として算定した額の他、個別に

勘案した見積額を計上している。

(4) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理している。

在外子会社の資産及び負債、収益及び費用は子会社の決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は

純資産の部における為替換算調整勘定及び非支配株主持分に含めている。

なお、連結決算日までに為替相場に重要な変動があった場合には、在外子会社の連結決算日における決算に基

づく貸借対照表項目を連結決算日の為替相場で円貨に換算している。

(5) 重要なヘッジ会計の方法

① ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理を採用している。なお、為替予約については振当処理の要件を満たしている場合は振当処理

を採用している。また、金利スワップについては特例処理の要件を満たしている場合は特例処理を、金利通

貨スワップの一体処理の要件を満たしている場合は一体処理を採用している。

② ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段 ヘッジ対象

為替予約 外貨建売掛金・買掛金等及び外貨建予定取引

金利スワップ

金利通貨スワップ

借入金

外貨建借入金

③ ヘッジ方針

当社グループの事業遂行に伴い発生するリスクの低減を目的とし、それぞれのリスクに応じたヘッジ手段を

適切かつ適時に実行する方針である。
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④ ヘッジ有効性評価の方法

原則としてヘッジ開始時から有効性判定時までの期間において、ヘッジ対象の相場変動又はキャッシュ・フ

ロー変動の累計とヘッジ手段の相場変動又はキャッシュ・フロー変動の累計とを比較し、両者の変動額等を

基礎にして判断している。ただし、金利スワップの特例処理及び金利通貨スワップの一体処理、為替予約の

振当処理については有効性の評価の判定を省略している。

(6) 退職給付に係る会計処理の方法

退職給付に係る資産及び負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における見込額に基づき、

退職給付債務から年金資産の額を控除した額を計上している。

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）による定額法により償却

している。

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５～10

年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から償却することとしている。

未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の未処理額については、税効果を調整の上、純資産の部にお

けるその他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上している。

(7) のれんの償却方法及び償却期間

のれんは、のれんが発生した都度、かつ連結子会社ごとに判断し、その金額の重要性が乏しい場合を除き、連

結子会社の実態に基づいた適切な償却期間において定額法により償却することとしており、償却期間は10年で

ある。

(8) 連結納税制度の適用

連結納税制度を適用している。

（連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用）

当社及び国内連結子会社（一部の子会社を除く）は、「所得税法等の一部を改正する法律」（令和２年法律

第８号）において創設されたグループ通算制度への移行及びグループ通算制度への移行にあわせて単体納税

制度の見直しが行われた項目については、「連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計

の適用に関する取扱い」（実務対応報告第39号　2020年３月31日）第３項の取扱いにより、「税効果会計に

係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号　2018年２月16日）第44項の定めを適用せず、繰

延税金資産及び繰延税金負債の額について、改正前の税法の規定に基づいている。

(9) 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。
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（連結貸借対照表に関する注記）

１．担保に供している資産及び対応する債務

担保に供している資産

預金 0百万円

建物及び構築物 803百万円

土地 5,719百万円

対応する債務

短期借入金 500百万円

長期借入金（返済期限一年内含む） 3,659百万円

預金０百万円は木管保証金保全協会へ取引保証として差入れている。

２．有形固定資産の減価償却累計額 55,049百万円

３．売掛金・手形債権流動化

売掛金・手形債権流動化に伴う譲渡額は158百万円であり、そのうち買戻義務の上限額はない。

４．コミットメントライン

当社及び一部の連結子会社は運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行12行とコミットメントラインを締結

している。コミットメントラインの総額は13,000百万円であるが、当連結会計年度末の実行残高はない。
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（連結損益計算書に関する注記）

減損損失

当連結会計年度において、以下の資産グループについて減損損失を計上している。

用途 場所 種類
減損損失

（百万円）

和歌山工場
（ダイワボウエステート㈱）

和歌山県日高郡
建物及び構築物
土地

25
993

ホテル設備
（大和紡観光㈱）

鹿児島県霧島市

建物及び構築物
機械装置及び運搬具
土地
その他
無形固定資産その他

592
8

220
31
2

賃貸資産
（カンボウプラス㈱）

兵庫県宝塚市 土地 37

遊休資産
（カンボウプラス㈱）

長野県須坂市 土地 0

当社グループは製品・サービス別のセグメントを基礎に、独立したキャッシュ・フローを生み出す最小の単位を

識別し、グルーピングを行っている。

和歌山工場及び賃貸資産については、売却又は閉鎖を意思決定したため、ホテル設備については、経営環境が著

しく悪化したため、遊休資産については、今後も使用見込みが立たないため、帳簿価額を回収可能価額まで減額

し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上している。なお、回収可能価額は正味売却価額を使用し、正味

売却価額はホテル設備については零とし、和歌山工場については、鑑定評価に基づく金額とし、賃貸資産につい

ては、合意された売却価格等に基づく金額とし、遊休資産の土地については、固定資産税評価額に基づき算定し

ている。
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（連結株主資本等変動計算書に関する注記）

１．発行済株式の総数に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 19,271千株 －千株 －千株 19,271千株

２．自己株式の数に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 41千株 ０千株 －千株 42千株
 

（注） 自己株式の数の増加０千株は、単元未満株式の買取りによる増加である。

３．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

（ 決 議 ） 株式の種類
配当金の
総　　額

(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2019年６月27日
定 時 株 主 総 会

普通株式 3,845 200 2019年３月31日 2019年６月28日

（注） １株当たり配当額には、商号変更10周年記念配当40円を含めている。

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

2020年６月26日開催の定時株主総会の議案として、次のとおり付議する予定である。

（ 決 議 ）
株式の
種類

配当金の
総　　額

(百万円)
配当の原資

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2020年６月26日
定 時 株 主 総 会

普通株式 3,076 利益剰余金 160 2020年３月31日 2020年６月29日
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（金融商品に関する注記）

１．金融商品の状況に関する事項

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借入により資金を調達し

ている。

受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、取引先ごとの期日管理及び残高管理を定期的に行いリスク低減

を図っている。また、外貨建営業債権に係る為替の変動リスクに対しては、必要に応じて先物為替予約を利用し

てヘッジしている。

投資有価証券は主として株式であり、上場株式については四半期ごとに時価の把握を行っている。

借入金の使途は運転資金(主として短期)及び設備投資資金(長期)であり、一部の長期借入金の金利変動リスク及

び為替変動リスク回避のため、金利通貨スワップ取引を実施している。なお、デリバティブはヘッジ方針に従い、

実需の範囲で行うこととしている。

２．金融商品の時価等に関する事項

2020年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の

とおりである。

(単位:百万円)

連結貸借対照表
計上額(*)

時価
(*)

差額

(1) 現金及び預金 31,600 31,600 －

(2) 受取手形及び売掛金 196,390 196,390 －

(3) 投資有価証券

　　　その他有価証券 4,552 4,552 －

(4) 支払手形及び買掛金 (158,067) (158,067) －

(5) 短期借入金 (8,643) (8,643) －

(6) 長期借入金 (22,992) (22,677) △314

(7) デリバティブ取引

ヘッジ会計が適用されているもの 23 23 －
 

(*) 負債に計上されているものについては、（ ）で示している。また、合計で正味の債務となる項目について

は、（ ）で示している。

(注１)　金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

(1) 現金及び預金、(2) 受取手形及び売掛金

これらのうち短期間で決済されるものの時価については、帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に

よっており、それ以外の時価については、一定の期間ごとに区分した債権ごとに債権額を満期までの期間及

び信用リスクなどを加味した利率により割り引いた現在価値によっている。

(3) 投資有価証券

これらの時価について、株式は取引所の価格によっている。
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(4) 支払手形及び買掛金、(5) 短期借入金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっている。

(6) 長期借入金

長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引い

て算定する方法によっている。変動金利による長期借入金は金利通貨スワップの一体処理の対象とされてお

り（下記(7)参照）、当該金利通貨スワップと一体として処理された元利金の合計額を、同様の借入を行った

場合に適用される合理的に見積られる利率で割り引いて算定する方法によっている。なお、連結貸借対照表

計上額22,992百万円は、１年以内返済長期借入金3,964百万円を含んでいる。

(7) デリバティブ取引

為替予約取引の時価については、先物為替相場によっている。なお、ヘッジ会計が適用されているもののう

ち為替予約の振当処理によるものは、ヘッジ対象とされている売掛金及び買掛金と一体として処理されてい

るため、その時価は、当該受取手形及び売掛金並びに支払手形及び買掛金の時価に含めて記載している（上

記(2)(4)参照）。

金利通貨スワップの一体処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されてい

るため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載している（上記(6)参照）。

(注２)　非上場株式（連結貸借対照表計上額1,000百万円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見

積ることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「(3) 投資有価証券」には

含めていない。

（賃貸等不動産に関する注記）

１．賃貸等不動産の状況に関する事項

当社グループは、大阪府及びその他の地域において、遊休不動産及び賃貸用不動産（土地を含む。）を有してい

る。

２．賃貸等不動産の時価等に関する事項

(単位:百万円)

連結貸借対照表計上額 時価

5,130 5,142

(注１)　連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額である。

(注２)　当連結会計年度末の時価は、主要な物件については社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価等に基づく

金額、その他の物件については一定の評価額や適切に市場価格を反映していると考えられる指標に基づい

て自社で算定した金額である。
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（１株当たり情報に関する注記）

１株当たり純資産額 5,400円55銭

１株当たり当期純利益 1,101円37銭

（重要な後発事象に関する注記）

（共通支配下の取引等）

当社は、2019年10月24日開催の取締役会において、2019年７月25日開催の取締役会で決議した合併内容を一

部変更し、その決議に基づき、2020年４月１日を効力発生日として当社の完全子会社である大和紡績株式会社

と孫会社であるダイワボウポリテック株式会社、ダイワボウプログレス株式会社、ダイワボウノイ株式会社、

ダイワボウエステート株式会社、ダイワボウアソシエ株式会社の６社の合併（以下、本吸収合併）を行った。

１．取引の概要（本吸収合併）

（１）結合当事企業又は対象となった事業の名称及びその事業の内容

吸収合併存続会社 吸収合併消滅会社

名称 大和紡績株式会社
ダイワボウポリ

テック株式会社

ダイワボウプロ

グレス株式会社

ダイワボウノイ

株式会社

ダイワボウエス

テート株式会社

ダイワボウアソ

シエ株式会社

事業内容

繊維事業を主力

とする事業会社

の株式又は持分

の保有による事

業活動の支配管

理

合繊綿・不織布の

製造・加工・販売

産業資材用途の

繊維製品及び製

紙用カンバスの

製造・加工・販売

紡績糸・織物・二

次製品の製造・加

工・販売

不動産の賃貸借・

管理

総務・人事・財務

サービスの提供、

情報処理システ

ムの開発及び運

用

（２）企業結合日

2020年４月１日

（３）企業結合の法的形式

大和紡績株式会社を吸収合併存続会社、ダイワボウポリテック株式会社、ダイワボウプログレス株式

会社、ダイワボウノイ株式会社、ダイワボウエステート株式会社及びダイワボウアソシエ株式会社を吸

収合併消滅会社とする吸収合併

（４）結合後の企業の名称

大和紡績株式会社
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（５）その他取引の概要に関する事項

当社は、純粋持株会社として「ＩＴインフラ流通事業」「繊維事業」「産業機械事業」を中核事業と

したグループ経営の推進により、連結企業価値の向上に努めている。

繊維事業においては、中間純粋持株会社である大和紡績株式会社が、繊維事業の各分野で事業を行う

事業会社を統括・管理する経営体制のもと、各事業会社における高収益体質の確立とキャッシュ・フロ

ー重視の事業運営の推進により、安定した利益基盤を構築してきた。

このようななか、当社は、繊維事業におけるグループ競争力の強化を目指し、繊維事業の主力３社と

管理事業会社の合併を行うこととしたが、検討を進めるなかで、変化の激しい事業環境における迅速な

意思決定と各事業間のノウハウの融合による相乗効果や人事交流による組織連携の重要性を再認識し、

大和紡績株式会社について、事業運営を主体とした事業持株会社へ移行させることとした。これにより、

大和紡績株式会社は自己完結型の事業会社としての機能と傘下の事業会社を統括・管理する持株会社と

しての機能を保有することとなる。当社は、繊維事業分野で事業運営における権限委譲の推進と経営責

任の明確化により、更なる経営基盤の強化につながるものと判断している。

これにより、当社グループは、「ダイワボウ情報システム株式会社」「株式会社オーエム製作所」「大

和紡績株式会社」の中核事業会社を中心とした統一された事業管理体制のもと、2020年代の新たな成長

戦略の推進に向けた積極的な事業展開による更なる収益力の向上を目指していく。

なお、本吸収合併後、当社は大和紡績株式会社に対して、同社の有利子負債の削減及び自己資本の増

強のため、同社に対する債権の株式化（デット・エクイティ・スワップ）による増資（当社が同社に対

して有する貸付債権6,470百万円の現物出資）を、2020年４月30日に行い、増資金額は3,235百万円を資

本金へ、3,235百万円を資本準備金へ組み入れた。これにより、同社の資本金は3,545百万円となった。

２．実施した会計処理の概要

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成31年１月16日）及び「企業結合会計基準及び

事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　平成31年１月16日）に基づき、共

通支配下の取引として処理している。

（金額の表示）

連結貸借対照表、連結損益計算書及び連結株主資本等変動計算書の記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示し

ている。
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（その他の注記）

（企業結合等関係）

（共通支配下の取引等）

当社は、2019年７月25日開催の取締役会において、会社分割により、当社の完全子会社である大和紡績株

式会社に対して、当社の完全子会社であるダイワボウアソシエ株式会社及びダイワボウライフサポート株式

会社を管理する事業に関する権利義務を承継させること（以下、本吸収分割）を決議し、ダイワボウアソシ

エ株式会社に関して2019年11月１日を効力発生日として、またダイワボウライフサポート株式会社に関して

2020年１月１日を効力発生日としてそれぞれ管理する事業に関する権利義務の承継を完了した。

１．取引の概要（本吸収分割）

（１）結合当事企業又は対象となった事業の名称及びその事業の内容

分割会社 ダイワボウホールディングス株式会社（当社）

承継会社 大和紡績株式会社（当社完全子会社）

対象事業の名称 子会社管理事業並びに当該事業に付随する事業

対象事業の内容
ダイワボウアソシエ株式会社及びダイワボウライフサポート株式会社の

管理

（２）企業結合日

ダイワボウアソシエ株式会社 2019年11月１日

ダイワボウライフサポート株式会社 2020年１月１日

（３）企業結合の法的形式

当社を分割会社とし、大和紡績株式会社を承継会社とする会社分割

（４）その他取引の概要に関する事項

繊維事業の再編に伴い、ダイワボウアソシエ株式会社及びダイワボウライフサポート株式会社を、繊

維事業を統括する大和紡績株式会社の完全子会社とすることにより、大和紡績株式会社の権限・責任を

明確にし、繊維事業におけるグループ会社間の連携や意思決定等を迅速かつ適切に行うことが可能な組

織体制を構築することを目的としている。

２．実施した会計処理の概要

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成31年１月16日）及び「企業結合会計基準及

び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　平成31年１月16日）に基づき、

共通支配下の取引として処理している。
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株主資本等変動計算書 （2019年４月１日から2020年３月31日まで）

（単位：百万円）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式
株主資本
合 計資本準備金

そ の 他
資本剰余金

資本剰余金
合 計

利益準備金

そ の 他
利益剰余金 利益剰余金

合 計繰越利益
剰 余 金

2019年４月１日　残高 21,696 8,591 0 8,591 274 22,572 22,847 △114 53,020

事業年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △3,845 △3,845 △3,845

当 期 純 利 益 9,056 9,056 9,056

自 己 株 式 の 取 得 △2 △2

分割型の会社分割による減少 △40 △40 △40

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計 － － － － － 5,170 5,170 △2 5,168

2020年３月31日　残高 21,696 8,591 0 8,591 274 27,743 28,017 △116 58,189

評 価 ・ 換 算 差 額 等

純 資 産 合 計その他有価証券
評 価 差 額 金

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

2019年４月１日　残高 223 223 53,244

事業年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △3,845

当 期 純 利 益 9,056

自 己 株 式 の 取 得 △2

分割型の会社分割による減少 △40

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額(純額)

△198 △198 △198

事業年度中の変動額合計 △198 △198 4,969

2020年３月31日　残高 24 24 58,213
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個 別 注 記 表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

１．有価証券の評価基準及び評価方法

子会社及び関連会社株式　：移動平均法による原価法によっている。

その他有価証券

時 価 の あ る も の：決算日の市場価格等に基づく時価法によっている。評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は移動平均法により算定している。

時 価 の な い も の：移動平均法による原価法によっている。

２．デリバティブの評価基準及び評価方法

特例処理を採用している金利スワップ及び一体処理を採用している金利通貨スワップを除き、時価法によってい

る。

３．固定資産の減価償却の方法

(1) 有 形 固 定 資 産

( リ ー ス 資 産 を 除 く )

：定額法によっている。

(2) 無 形 固 定 資 産

( リ ー ス 資 産 を 除 く )

：定額法によっている。

(3) リ ー ス 資 産：リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用している。

４．引当金の計上基準

(1) 貸 倒 引 当 金：債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額

を計上している。

(2) 賞 与 引 当 金：従業員に支給する賞与に充てるため、将来の支給見込額のうち、当事業年度の負

担額を計上している。

(3) 退 職 給 付 引 当 金：従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、当事業年度末において発生していると認められる額を計上

している。

　数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業

年度から償却することとしている。

５．外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理している。

－ 15 －



６．ヘッジ会計の方法

(1) ヘッジ会計の方法

金利スワップについては特例処理の要件を満たしている場合は特例処理を、金利通貨スワップの一体処理の要

件を満たしている場合は一体処理を採用している。

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段 ヘッジ対象

金利スワップ

金利通貨スワップ

借入金

外貨建借入金

(3) ヘッジ方針

当社の事業遂行に伴い発生するリスクの低減を目的とし、それぞれのリスクに応じたヘッジ手段を適切かつ適

時に実行する方針である。

(4) ヘッジの有効性評価の方法

金利スワップの特例処理及び金利通貨スワップの一体処理については有効性の評価の判定を省略している。

７．連結納税制度の適用

連結納税制度を適用している。

（連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用）

当社は、「所得税法等の一部を改正する法律」（令和２年法律第８号）において創設されたグループ通算制度

への移行及びグループ通算制度への移行にあわせて単体納税制度の見直しが行われた項目については、「連結

納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用に関する取扱い」（実務対応報告第39号　2020

年３月31日）第３項の取扱いにより、「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28

号　2018年２月16日）第44項の定めを適用せず、繰延税金資産及び繰延税金負債の額について、改正前の税法

の規定に基づいている。

８．消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。

（貸借対照表に関する注記）

１．有形固定資産の減価償却累計額：105百万円

２．保証債務

　　関係会社の金融機関からの借入債務に対し、保証を行っている。

P.T.Daiwabo Nonwoven Indonesia： 559百万円

３．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

短期金銭債権： 3,911百万円

短期金銭債務： 23,694百万円

長期金銭債権： 12,699百万円

４．コミットメントライン

当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行６行とコミットメントラインを締結している。コミット

メントラインの総額は5,000百万円であるが、当事業年度末の実行残高はない。
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（損益計算書に関する注記）

　関係会社との取引高

　営業取引による取引高

営業収益： 10,959百万円

営業費用： 323百万円

営業取引以外の取引による取引高： 196百万円

（株主資本等変動計算書に関する注記）

当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

普通株式： 42,086株

（税効果会計に関する注記）

　　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳

　繰延税金資産

賞与引当金 10百万円

貸倒引当金繰入超過額 9百万円

退職給付引当金 193百万円

関係会社株式等評価損 452百万円

投資有価証券評価損 151百万円

ゴルフ会員権評価損 39百万円

その他有価証券評価差額金 25百万円

繰越欠損金 207百万円

その他 16百万円

繰延税金資産小計 1,106百万円

評価性引当額 △690百万円

繰延税金資産合計 416百万円

繰延税金負債

子会社株式に係る繰延税金負債 △4,212百万円

その他有価証券評価差額金 △44百万円

繰延税金負債合計 △4,256百万円

繰延税金負債の純額 △3,840百万円
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（関連当事者との取引に関する注記）

子会社及び関連会社等

種 類 会社等の名称
議決権の
所有割合

関 連 当 事 者
と の 関 係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科 目
期末残高
(百万円)

子会社 ダイワボウポリテック㈱ 間接100.0%
資 金 の 援 助
役 員 の 兼 任

資 金 の 貸 付 ( 注 1 )
貸付金の回収(注1)
利 息 の 受 取 ( 注 1 )

－
400
18

長期貸付金
－
－

1,910
－
－

子会社 ダイワボウプログレス㈱ 間接100.0%
資 金 の 援 助
役 員 の 兼 任

資 金 の 貸 付 ( 注 1 )
貸付金の回収(注1)
利 息 の 受 取 ( 注 1 )

412
412
14

長期貸付金
－
－

1,730
－
－

子会社 ダイワボウエステート㈱ 間接100.0%
資 金 の 援 助
役 員 の 兼 任
担保の被提供

資 金 の 貸 付 ( 注 1 )
貸付金の回収(注1)
利 息 の 受 取 ( 注 1 )
当社の借入に対する
担 保 の 提 供 ( 注 2 )

－
242
62

6,113

長期貸付金
－
－
－

7,146
－
－
－

子会社 ダイワボウアソシエ㈱ 間接100.0%
役 員 の 兼 任
経 営 指 導

業 務 委 託 ( 注 3 ) 217 － －

子会社 ダイワボウ情報システム㈱ 直接100.0%
短期資金の管理
役 員 の 兼 任
経 営 指 導

借入金の返済(注1)
利 息 の 支 払 ( 注 1 )
営 業 収 益 ( 注 4 )

2,000
34

1,921

短期借入金
－
－

9,000
－
－

子会社 ㈱ オ ー エ ム 製 作 所 直接100.0%
短期資金の管理
役 員 の 兼 任
経 営 指 導

資 金 の 借 入 ( 注 1 )
利 息 の 支 払 ( 注 1 )
営 業 収 益 ( 注 4 )

－
10

466

短期借入金
－
－

3,000
－
－

取引条件及び取引条件の決定方針等

(注１)　子会社に対する資金の貸付及び子会社からの借入に対する金利については、市場金利を勘案して決定し

ている。なお、担保は受け入れていない。

(注２)　当社は、金融機関等からの借入金に対して、ダイワボウエステート㈱所有の工場財団、土地及び建物の

担保提供を受けている。

(注３)　当社は、ダイワボウアソシエ㈱に総務、財務業務他の管理業務を委託している。委託料は、人件費等の

コストを勘案し、合理的に決定している。

(注４)　当社は、グループの経営効率の向上を実現するために必要な経営管理にかかる役務及び便益を提供して

いる。経営指導料は、子会社の売上高及び総資産に基づき合理的に決定している。

(注５)　子会社が保有する当座預金等の短期資金については、キャッシュプーリングシステムにより当社へ集約

することにより、グループ内の余剰資金を有効活用している。また、当システムによる子会社への貸付

及び子会社からの借入に対する金利については、市場金利を勘案して決定している。なお、当システム

による短期資金の移動については、日々決済されるため、上表には記載はしていない。

(注６)　取引金額には消費税等を含めていない。
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（１株当たり情報に関する注記）

１株当たり純資産額 3,027円37銭

１株当たり当期純利益 470円97銭

（重要な後発事象に関する注記）

連結注記表（重要な後発事象に関する注記）に同一の内容を記載しているため、注記を省略している。

（金額の表示）

貸借対照表、損益計算書及び株主資本等変動計算書の記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示している。

（その他の注記）

（企業結合等関係）

（共通支配下の取引等）

連結注記表（その他の注記）に同一の内容を記載しているため、注記を省略している。

－ 19 －


